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志村宗男・志村成則
◆代表者・所在
志村 宗男 神奈川県小田原市

◆経営規模
水稲 5.5ha、直売所

◆従業員数
常時雇用３名、パート・アルバイト２名

◆事業内容
自身で生産した米を自身の経営する米穀店で、店頭販売や
ネット販売を行う。

稲作と米穀店を営む相談者の法人化が前進

相談者の志村氏

相談者は小田原で明治から続く米穀店の５代目。10

年前から地域の水田を借り受け、米の生産を行い、米穀

店での販売とインターネットによる通信販売を行っている。

父親の高齢化による事業からのリタイアに備えて、米穀店

経営と農業経営をどの様に継続させるか考えていた。

農業の規模拡大による米の生産量の増大を念頭に米穀

店と農業を統合した農業法人の設立を行うため、農業経

営・就農支援センター（以下、「支援センター」という。）に

相談した。

■支援チームによる支援計画の策定
経営戦略会議を実施し、地域の稲作の状況と米穀店

の米の販売について検討した。相談者は、自身の米穀店

で生産した米を販売できる上、米の規模拡大も検討して

いることから、農業部門と米穀店を統合した法人化につ

いて支援することとし、税理士の派遣を決めた。

支援チーム構成員：

税理士、農業経営・就農支援センター専属スタッフ

経営の法人化を考えており、法人化のメリット・デメリット、

法人設立に必要な事柄や注意事項、適した法人形態に

ついてなどを教えてほしい。

また法人化の際の資産移転についての適切な方法や相

続についても説明してほしい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援計画に基づき、支援センター専属スタッフが中心に

なり、専門家と調整を行った。

・法人化のメリット・デメリット、法人形態・法人
への資産の移転方法の助言（税理士）
法人化のメリット・デメリットの解説をするとともに米穀店経

営と稲作経営を統合するには株式会社がよいことと主要な

経営資産について設立後の法人にどのように移転するか提

案をした。また、法人化による相続への影響について説明

や助言を行った。

・株式会社の設立の流れと設立後の会社の運
営についてを助言（税理士）

定款の認証や資本金の払い込み、決算時期、法人登

記など株式会社の設立の流れを説明した。

また、設立後の社会保障の手続き、会計事務や税務に

ついて説明や助言を行った。

・株式会社の機関設計と定款記載事項の説明
（税理士）
会社の事業目的、取締役の人数や株の持ち分、取締

役会の設置の有無、一株の金額、株の譲渡制限、株の

相続など定款記載事項について説明を行った。

法人化

経営継承・相続

経営概要

相談内容２現状と相談までの経緯１

支援内容3

税理士から法人の設立手続きの説明を受ける志村氏



関係機関・団体との協力・連携を得て、法人化や規模拡大、労務管理など、農業経営における高度な課題に

ついての相談窓口となり、多くの農業経営者の課題解決に向けて、さまざまな支援を行っています。

組織概要

■相談窓口
【経営相談】  公益社団法人 神奈川県農業会議
住 所：神奈川県横浜市山下町２番地
住 所：産業貿易センタービル10階
電話番号：045－201－8859
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：00～12：00 13：00～1６：00

【就農相談】  神奈川県立かながわ農業アカデミー
住 所：神奈川県海老名市杉久保北５丁目１番１号

神奈川県立かながわ農業アカデミー１階
就農企業参入課

電話番号：046－238－5274
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：00～12：00 13：00～17：00

■支援を受けて・・・
農業法人の設立の方法、定款等の会社のルール作りと

経営資産の農業法人への移転等について理解ができた。

また、設立後の会社の運営について、経理や税務等の

重要性についても認識が深まった。

喜びの声

農業法人にするために何をしなけらばならないかがわかり

ました。

法人化の後の会社の運営についても話が聞けてとても参

考になりました。

相談者自身の生産する米は、米穀店での人気商品であ

り、通信販売においても売上げが好調です。

販売向上を目指して、今後、米の規模拡大を図ることが

期待され、地域の稲作農業の担い手として、地域計画に

も位置づけられる予定です。

農業法人の設立後は、雇用や農地活用で地域農業に

一層貢献するものと期待されます。

専属スタッフ所感

農作業中の志村氏

■今後の展開
専門家からの助言内容を基に、早期に農業法人の設立

を目指す。

また、規模拡大や販売拡大による所得向上を念頭に、

従業員にも働きやすい環境を提供できるような会社の設

立を目指す。

＜支援機関＞神奈川県農業経営・就農支援センター

支援を受けた後の経営状況４

（公社）神奈川県農業会議
(産業貿易センタービル)

かながわ農業アカデミー外観
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